
 

 

第３ 章  地域地区 

 

１  地域地区  

 
   地域地区は、 都市計画区域内の土地を そ の利用目的に よ っ て 区分し 、 建築物や土地の区

画形質の変更等に つ い て 必要な 制限を 課する こ と に よ り 、 土地の合理的な 利用を 誘導する
こ と を 目的と し て 定めら れる も ので す。  

   こ のう ち 「 用途地域」 は、 建築物の用途や容積率等を 規制する も ので あ り 、 地域地区の
中で 最も 基本的な も ので す 。  

    用途地域には１ ３ 種類の地域があ り 、 建物の用途や形態な ど を さ ま ざ ま に制限し て い ま
す。 伊達市で は、 こ のう ち １ ２ 種類の用途地域を そ れぞれの地域の特性に あ わせて 定め、
居住環境の保全や都市機能の維持増進を 図っ て い ま す。  

  ま た 、 「 特別用途地区」 は用途地域が建築物の用途等を 全国一律に 規定する のに 対し 、
地方の特性や課題に 応じ て 、 特定の用途の利便の増進又は環境の保護等を 図る た め、 よ り
地域的かつ 詳細な 用途の制限等を 用途地域を 補完し て 定める も ので あ り 、 地方公共団体が
定める 条例で 特定の用途に つい て 規制の強化又は緩和を 行う も ので す。  

 
  （ １ ） 用途地域（ 市街化区域全域）  

     良好な 市街地環境の形成や都市に お け る 住居、 商業、 工業な ど の適正な 配置に よ る 機能
的な 都市活動の確保を 目的と し て 、 建築物の用途、 容積率、 建蔽率、 高さ な ど を 規制・ 誘
導する も ので す。  

 
  （ ２ ） 特別用途地区（ 特別工業地区： 松ヶ 枝地区中小企業団地周辺）  
   用途地域内の一定の地区にお け る 当該地区の特性に ふさ わし い土地利用の増進、 環境の

保護等の特別の目的の実現を 図る た め、 用途地域の指定を 補完し て 定める 地区で す。  
 

   （ ３ ） 防火地域・ 準防火地域（ 近隣商業地域、 商業地域）  
     市街地に お け る 火災の危険を 防除する た め定める 地域で 、 建築物の構造等を 制限する 地

域で す 。  
 

２  地域地区指定状況一覧 
 

地 域 地 区 名 指 定 状 況 備 考 

用 途 地 域 １ ２ 用途地域 市街化区域全域 

特 別 用 途 地 区 特別工業地区 松ヶ 枝地区中小企業団地周辺 

準 防 火 地 域 
近隣商業地域 

商業地域 

近 隣 商 業 地 域 、 商 業 地 域 を 除 く 市 街 化

区 域 全 域 に 、 建 築 基 準 法 第 22条 に 基 づ

く 防 火 規 制 あ り  
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　種　　類 近 隣 商 商 　　業 準 工 業 工 　　業 工 業 専

告　示　年　月　日 業 地 域 地　　 域 地　　 域 地　　 域 用 地 域

昭    和  42. 10. 20 ha ha ha ha ha ha

建  告  第 3633 号 24.0 112.2 701

昭    和  45. 12. 28
道  告  第 3117 号 23.8 3.7 128.0 703

昭    和  48. 　5.　1 約 約 約 約 約
道  告  第 1306 号 13 21 19 128 703

昭    和  54. 10. 22 約 約 約 約 約
道  告  第 3472 号 13 21 26 149 709

昭    和  59. 　8. 16 約 約 約 約 約　（17）
道  告  第 1489 号 14 19 39 155 820

平　 　成 　4.  4.  3 約 約 約 約 約　（20）
道  告  第  521 号 14 19 39 153 828

平 　　成 　5.  3.26 約 約 約 約 約　（20）

道  告  第  442 号 14 19 49 153 838

建　　　蔽　　　率 8/10 8/10 6/10 6/10

容       積       率 20/10 40/10 20/10 20/10

　種　　類 第 １ 種 第 ２ 種 第 １ 種 第 ２ 種 第 １ 種 第 ２ 種 準 住 居 近     隣 商　　 業 準 工 業 工     業 工     業

低 層 住 低 層 住 中 高 層 中 高 層 住　　 居 住　　 居 商　　 業 専　　 用

居 専 用 居 専 用 住 居 専 住 居 専 地　　 域 地　　 域 地　　 域 地　　 域 地　　 域 地　　 域 地　　 域 地　　 域

告　示　年　月　日 地      域 地      域 用 地 域 用 地 域

ｈa ｈa ｈa ｈa ｈa ｈa ｈa ｈa ｈa ｈa ｈa ｈa ha

平　　 成 　6.  6.  1 （20） （20）

市  告  第  　73 号 129 19 180 14 141 85 7.1 35 16 59 29 124 838

平　 　成 　6. 10. 18 （20） （20）

市  告  第   125 号 129 19 180 14 141 85 7.1 35 16 65 29 124 844

平　 　成    9.  4.  3 （20） （20）

市  告  第     63 号 138 23 180 14 142 85 7 35 16 65 29 124 858

平 　　成  10. 11.  6

市  告  第   135 号 167 23 182 13 164 59 7.1 34 15 66 29 122 881

平　 　成  13.  8. 29

市  告  第   110 号 166 24 182 13 164 59 7.1 34 15 66 29 122 881

平　 　成  15.  1.  6
市  告  第      3 号 166 24 182 13 164 59 7.1 34 15 66 29 122 881

平 　　成  16.  4.  6
市  告  第     60 号 165 25 182 13 165 59 7.1 34 15 66 29 122 882

平 　　成 　17.  1. 20
市  告  第       9 号 165 25 180 15 165 59 7.1 34 15 66 29 122 882

平　 　成  19.  3. 12
市  告  第     32 号 164 25 180 16 165 59 7.1 34 15 66 29 122 882

平　 　成  22. 11.  9

市  告  第    232 号 167 25 180 16 165 59 7.1 34 15 66 29 122 885

建　　　蔽　　　率 4/10 5/10 8/10 8/10 6/10 6/10 6/10

容       積       率 6/10 8/10 20/10 40/10 20/10 20/10 20/10

　種　　類 第 １ 種 第 ２ 種 第 １ 種 第 ２ 種 第 １ 種 第 ２ 種 準 住 居 近     隣 商　　 業 準 工 業 工     業 工     業

低 層 住 低 層 住 中 高 層 中 高 層 住　　 居 住　　 居 商　　 業 専　　 用

居 専 用 居 専 用 住 居 専 住 居 専 地　　 域 地　　 域 地　　 域 地　　 域 地　　 域 地　　 域 地　　 域 地　　 域

告　示　年　月　日 地      域 地      域 用 地 域 用 地 域

平　　成  23.  4.  1 ｈa ｈa ｈa ｈa ｈa ｈa ｈa ｈa ｈa ｈa ｈa ｈa

市  告  第    67 号 167 25 180 16 165 59 7.1 34 15 66 29 122 885

平　　成  29. 11. 27

市  告  第   242 号 166 26 180 16 165 59 7.1 34 15 66 29 122 885

令　　和    3.  3. 23

市  告  第     51 号 166 26 180 16 165 59 7.1 34 15 66 29 126 889

建     　蔽 　    率 8/10 8/10

容       積       率 20/10 40/10

※（　　　）の数値は、市街化調整区域だが用途地域の指定となっていた稀府地区分（平成10年度より市街化区域に指定）

 ３　　用 途 地 域

　　　　形 　 態 　 密 　 度

計

6/10

20/10

6/10

20/10

計

　　　　形 　 態　  密 　 度

第 １ 種住居

専 用 地 域

ha

計

　　　　形 　 態 　 密 　 度

5/10 6/10

20/10

6/10

20/10

169

約　　　　　（20）

8/10

166

約
176

約
161

161

176

約

4/10

6/10

6/10

第 ２ 種 住 居

約　　　　　（17）
162

約　　　　　（20）

 専 用 地 域

ha

約
152

約
167

約
143

約

住　　居　　地　　域

ha

564.8

547.9

227
約

約

約

約

約

20/10

6/10

20/10

254

265

266

266
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○ 建てられる用途

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 非住宅部分の用途制限あり

① ② ③ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ④

② ③ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ④

③ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ④

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ④

○ ○ ○ ○ ○ ○ ④

○ ○ ○

▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

▲ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ 3,000㎡以下

▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ 3,000㎡以下

▲ ▲ ○ ○ ○ ▲ ▲ ▲10,000㎡以下

▲ ▲ ○ ○ ○ ▲ ▲10,000㎡以下

▲ ○ ○ ○ ▲ 客席の床面積200㎡未満

○ ▲ ▲ 個室付浴場等以外

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ 600㎡以下

▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ 3,000㎡以下

▲ ▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ 300㎡以下かつ2階以下

○ ○ ○ ○ ○ ○

① ② ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ 3,000㎡以下

▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
▲ 2階以下かつ原動機の出力が
　　0.75kw以下

非常に少ない工場 ① ① ① ② ② ○ ○ ○

少ない工場 ② ② ○ ○ ○

やや多い工場 ○ ○ ○

○ ○

① ① ② ③ ③ ○ ○ ○
作業場の床面積
①50㎡以下②150㎡以下③300㎡以下
他に原動機の出力制限あり

非常に少ない施設 ① ② ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

少ない施設 ○ ○ ○ ○ ○

やや多い施設 ○ ○ ○

多い施設 ○ ○

用途地域内の建築物の用途制限の概要

第

一

種

住

居

地

域

第

二

種

住

居

地

域

準

住

居

地

域

近

隣

商

業

地

域

商

業

地

域

準

工

業

地

域

工

業

地

域

工

業

専

用

地

域

備    　考

住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿

第

一

種

低

層

住

居

専

用

地

域

第

二

種

低

層

住

居

専

用

地

域

　　建てられない用途

①、②、③、④、▲　　　面積、階数等の制限あり

建築物の用途制限

用 途 地 域

第
一
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域

第
二
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域

建築物附属自動車車庫

パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋、洋服店、畳屋、建具屋、
自転車店等で作業場の床面積が 50㎡以下

倉庫業倉庫

兼用住宅で、非住宅部分の床面積が50㎡以下かつ建築物の
延べ床面積の２分の１未満のもの

事
務
所
等

ホテル、旅館
遊

戯
施

設

･
風

俗

施

設

事務所等の床面積が

ボーリング場、スケート場、水泳場、ゴルフ練習場、バッティング練習場等

カラオケボックス等

麻雀屋、ぱちんこ屋、射的場、馬券・車券発売所等

劇場、映画館、演芸場、観覧場、ナイトクラブ

キャバレー等、個室付浴場等

 1,500㎡を超え、3,000㎡以下のもの

 3,000㎡を超えるもの

 　500㎡を超え、1,500㎡以下のもの

① 1,500㎡以下かつ2階以下
② 3,000㎡以下

①②③については当該敷地内にある
建築物（自動車車庫を除く）の延べ床
面積以下かつ下記の条件を満たすも
の
①   600㎡以下かつ1階以下
② 3,000㎡以下かつ2階以下
③ 2階以下
※一団の敷地について別に制限あり

▲　2階以下

① ① ②② ③ ③ ○ ○ ○ ○ ○ ○

作業場の床面積
① 50㎡以下
② 150㎡以下
他に原動機・作業内容の制限あり

 注） 本表は、 建築基準法別表第二の概要であり 、 すべての制限について掲載し たも のではあり ません。

自家用倉庫

① 1,500㎡以下かつ2階以下
② 3,000㎡以下

① 日用品販売店舗、喫茶店、理髪店
及び建具屋等のサービス業用店舗で2
階以下
② ①に加えて、物品販売店舗、飲食
店、銀行の支店、等のサービス業用店
舗のみで2階以下
③ 2階以下
④ 物品販売店舗及び飲食店以外

危険性や環境を悪化させる恐れが

店
舗
等

店舗等の床面積が

 　150㎡以下のもの

 　150㎡を超え、   500㎡以下のもの

 　500㎡を超え、 1,500㎡以下のもの

 1,500㎡を超え、 3,000㎡以下のもの

 3,000㎡を超え、10,000㎡以下のもの

10,000㎡を超えるもの

 　150㎡以下のもの

 　150㎡を超え、  500㎡以下のもの

危険性が大きいか、又は著しく環境を悪化させる恐れのある工場

工
場
・
倉
庫
等

公
共
施
設
･
病
院
･
学
校
等

畜舎（15㎡を超えるもの）

大学、高等専門学校、専修学校等

図書館等

巡査派出所、一定規模以下の郵便局等

神社、寺院、教会等

幼稚園、小学校、中学校、高等学校

老人ホーム、福祉ホーム等

老人福祉センター、児童厚生施設等

自動車教習所

単独自動車車庫（附属車庫を除く）

病院

公衆浴場、診療所、保育所等

火薬、石油類、ガスなどの危険物
の貯蔵、処理の量が

自動車修理工場
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  ４  特別用途地区 

 

    特別工業地区内の建築物の制限（ 松ケ 枝地区中小企業団地周辺）  

      当該地区内において は建築基準法第４ ８ 条第１ １ 項の規定によ る 制限のほか、  

    次に掲げる 用途の建築物を 建築する 事はで き ま せん。  

  （ １ ） 建築基準法別表第２ （ を ） 項に掲げる 建築物 

  （ ２ ） 次の各号に掲げる 建築物 

  ・ 住宅（ 同一敷地内にある 建築物の管理人のた めの専用住宅又は併用住宅で 、 住宅 

   部分の面積が当該建築物の延面積の合計の２ 分の１ 以下のも のを 除く 。 ）  

  ・ 共同住宅、 寄宿舎又は下宿 

  ・ 飲食店 

  ・ ボーリ ン グ場、 ス ケ ート 場又は水泳場 

  ・ 麻雀屋、 ぱち んこ 屋、 射的場そ の他こ れら に類する も の 

  ・ 畜舎 

  （ ３ ） 次の各号に掲げる 事業を 営む工場 

  ・ 亜硫酸ガ ス を 用いる 物品の漂白 

  ・ 骨炭そ の他動物質炭の製造 

  ・ 魚粉ま た は魚粉を 原料と する 飼料の製造 

  ・ 羽又は毛の洗浄、 染色又は漂白 

  ・ 骨、 角、 牙、 ひづめ若し く は貝殻の引割又は乾燥研磨 

  ・ 鉱物、 岩石、 土砂、 硫黄、 金属、 ガ ラ ス 、 れんが又は陶磁器の粉砕で 原動機を 使 

   用する も の 

  ・ 墨、 懐炉灰又は練炭の製造 

告 示 年 月 日       告 示 番 号       面  積 摘       要 

昭和59年 8月16日 市告第 97号 約   15   ha 
松ケ枝町        

舟岡町の各一部 

平成 5年 3月26日 市告第 33号 約   25   ha 
松ケ枝町        

舟岡町の各一部 

平成 6年10月18日 市告第126号 約   31   ha 
松ケ枝町        

舟岡町の各一部 

平成18年 2月 6日 市告第 14号 約   29   ha 
松ケ枝町        

舟岡町の各一部 

 

  ５  準防火地域 

告 示 年 月 日       告 示 番 号       面  積 摘       要 

昭和48年 5月 1日 市告第 19号 約  33. 3 ha 
商業地域 

近隣商業地域の全部 

平成 6年 6月 1日 市告第 74号 約  50. 5 ha 
商業地域 

近隣商業地域の全部 

平成10年11月 6日 市告第136号 約  49   ha 
基礎調査の結果によ る 面 

積変更（ 区域変更な し ）  
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